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野
に
関
す
る
注

 
 
 
 
 
 
意
喚
起
件
数

 
 
 
 
 
（
消
費
者
安
全

 
 
 
 
 
 
法
に
基
づ
く
も

 
 
 
 
 
 
の
を
除
く
。
）

 
 
 
 
 
 
：
1
2
件
（
平
成

 
 
 
 
 
 
2
7
年
３
月
末
）

施
策
名

２
７
年
度

２
８
年
度

２
９
年
度

３
０
年
度

＜
事
故
情
報
の
迅
速
か
つ
的
確
な
収
集
・
公
表
＞
【
消
費
者
庁
、
関
係
省
庁
等
】

※
関
係
省
庁
等
と
連
携
の
上
、
消
費
者
庁
が
事
故
情
報
の
一
元
的
な
収
集
等
を
行
う
。

消
費
者
安
全
法
に
基
づ
く
消
費
者
事
故
等
の
通
知
の
収
集
・
公
表
【
消
費
者
庁
】

消
費
生
活
用
製
品
安
全
法
に
基
づ
く
重
大
製
品
事
故
の
報
告
の
収
集
・
公
表
【
消
費
者
庁
】

事
故
情
報
デ
ー
タ
バ
ン
ク
に
よ
る
事
故
情
報
の
一
元
的
な
収
集
・
公
表
【
消
費
者
庁
、
関
係
省
庁
等
】

第
３
期
医
療
機
関
ネ
ッ
ト
ワ
ー

ク
事
業
の
実
施
【
消
費
者
庁
】

第
４
期
医
療
機
関
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
事
業
の
実
施

【
消
費
者
庁
】

収
集
し
た
事
故
情
報
を
分
析
し
、
消
費
者
へ
の
注
意
喚
起
等
を
実
施
【
消
費
者
庁
、
関
係
省
庁
等
】

教
育
・
保
育

事
故
検
討
会

最
終
取
り
ま

と
め
報
告
と

検
証
と
ガ
イ

ド
ラ
イ
ン
に

つ
い
て
地
方

自
治
体
へ
の

通
知
【
内
閣

府
、
文
部
科

学
省
、
厚
生

労
働
省
】

教
育
・
保
育
施
設
等
に
お
け
る
重
大
事
故
防
止
策
を
考
え
る
有
識
者
会
議
の
設
置
と
事
故
の
再
発
防
止
策
に
関

す
る
検
討
、
地
方
公
共
団
体
に
よ
る
重
大
事
故
の
検
証
の
実
施
【
内
閣
府
、
文
部
科
学
省
、
厚
生
労
働
省
】

第
５
期
医
療
機
関
ネ
ッ
ト
ワ
ー

ク
事
業
の
実
施
【
消
費
者
庁
】
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（
２
）
消
費
者
事
故
等
の
情
報
収
集
及
び
発
生
・
拡
大
防
止

１
　
消
費
者
の
安
全
の
確
保

３
２
年
度

３
３
年
度

３
４
年
度

〔
参
考
〕

Ｋ
Ｐ
Ｉ

（ ２ ） 消 費 者 事 故 等 の 情 報 収 集 及 び 発 生 ・ 拡 大 防 止

①
事
故
情
報

　
の
収
集
、

　
公
表
及
び

　
注
意
喚
起

　
等

（
へ
）
消
費
者
安
全
法

 
 
 
 
 
 
に
基
づ
く
生
命

 
 
 
 
 
 
・
身
体
分
野
へ

 
 
 
 
 
 
の
措
置
件
数

 
 
 
 
 
（
第
3
8
条
～
第

 
 
 
 
 
 
4
2
条
関
係
）
：

 
 
 
 
 
 
１
件
（
平
成
2
7

 
 
 
 
 
 
年
３
月
末
）

（
ト
）
商
業
施
設
外
を

　
　
 
 
含
め
た
遊
戯
施

　
　
 
 
設
に
関
す
る
消

　
　
 
 
費
者
へ
の
情
報

　
　
 
 
発
信
の
件
数

（
K
P
I
の
現
状
）
※
平
成
2
8
2
9
年
度
（
1
2
月
1
日
時
点
）

（
イ
）
消
費
者
事
故
等
の
通
知
件
数
：
2
,
9
0
5
1
,
7
2
2
件

（
ロ
）
重
大
製
品
事
故
の
報
告
件
数
：
8
0
2
5
4
3
件

（
ハ
）
医
療
機
関
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
事
業
参
画
医
療
機
関
か
ら
の
事
故
情
報
報
告
件
数
：
8
,
2
8
6
4
,
2
8
5
件
（
注
：
平
成
2
9
年
1
2
月
末
時
点
）

（
ニ
）
事
故
情
報
デ
ー
タ
バ
ン
ク
へ
の
事
故
情
報
登
録
件
数
：
2
8
,
2
8
4
1
6
,
6
2
8
件

（
ホ
）
生
命
・
身
体
分
野
に
関
す
る
注
意
喚
起
件
数
（
消
費
者
安
全
法
に
基
づ
く
も
の
を
除
く
。
）
：
1
5
1
3
件
（
注
：
平
成
2
9
年
1
2
月
末
時
点
）

（
へ
）
消
費
者
安
全
法
に
基
づ
く
生
命
・
身
体
分
野
へ
の
措
置
件
数
（
第
3
8
条
～
第
4
2
条
関
係
）
：
０
件
（
注
：
平
成
2
9
年
1
2
月
末
時
点
）

（
ト
）
商
業
施
設
外
を
含
め
た
遊
戯
施
設
に
関
す
る
消
費
者
へ
の
情
報
発
信
の
件
数
：
 １
３
件
（
注
：
平
成
2
9
年
1
2
月
末
時
点
）

②
緊
急
時
に

　
お
け
る
消

　
費
者
の
安

　
全
確
保

緊
急
時
対
応
訓
練
の

回
数

毎
年
度
１
回
実
施

 
（
K
P
I
の
現
状
）

 
緊
急
時
対
応
訓
練
の
回
数
：
１
回

施
策
名

２
７
年
度

２
８
年
度

２
９
年
度

３
０
年
度

３
１
年
度

商
業
施
設
内
の
遊
戯
施
設
に
お

け
る
事
故
防
止
に
関
す
る
ガ
イ

ド
ラ
イ
ン
の
策
定
【
消
費
者
庁
、

経
済
産
業
省
】

商
業
施
設
内
の
事
故
防
止
策
の
更
な
る
検
討
【
消
費
者
庁
、
経
済
産
業
省
】

商
業
施
設
外
を
含
め
、
遊
戯
施
設
の
事
故
情
報
を
収
集
・
公
表
し
、
消
費
者
に
注
意
喚
起
【
消
費
者
庁

関
係
省
庁
】

関
係
省
庁
連
絡
会
議
等
を
通
じ
、
商
業
施
設
外
を
含
め
た
遊
戯
施
設
の
安
全
対
策
の
強
化
を
推
進
【
消
費
者
庁

関
係
省
庁
】

・
緊
急
事
態
等
に
お
け
る
政
府
一
体
と
な
っ
た
迅
速
か
つ
適
切
な
対
応
訓
練
及
び
事
態
発
生
時
に
お
け
る
政
府
一
体
と
な
っ
た
迅
速

か
つ
適
切
な
対
応

・
毎
年
度
関
係
省
庁
連
携
の
緊
急
時
対
応
訓
練
を
実
施
【
消
費
者
庁
、
食
品
安
全
委
員
会
、
厚
生
労
働
省
、
農
林
水
産
省
、
環
境
省

等
】
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（
２
）
消
費
者
事
故
等
の
情
報
収
集
及
び
発
生
・
拡
大
防
止

１
　
消
費
者
の
安
全
の
確
保

３
２
年
度

３
３
年
度

３
４
年
度

〔
参
考
〕

Ｋ
Ｐ
Ｉ

（ ２ ） 消 費 者 事 故 等 の 情 報 収 集 及 び 発 生 ・ 拡 大 防 止

③
リ
コ
ー
ル

　
情
報
の
周

　
知
強
化

（
イ
）
リ
コ
ー
ル
情
報

　
　
　
登
録
件
数
：

　
　
　
3
,
4
5
0
件

　
　
　
（
平
成
2
7
年
３

　
　
　
月
末
）

（
ロ
）
メ
ル
マ
ガ
登

　
　
　
録
者
数
：

 
 
 
 
 
 
7
,
0
0
1
件
（
平

 
 
 
 
 
 
成
2
7
年
３
月

 
 
 
 
 
 
末
）

（
ハ
）
当
該
年
度
月
当

　
　
　
た
り
平
均
サ
イ

　
　
　
ト
ア
ク
セ
ス
件

　
　
　
数
：
約
2
2
2
万

　
　
　
件
（
平
成
2
7
年

　
　
　
３
月
末
）

（
K
P
I
の
現
状
）
※
平
成
2
8
年
度

（
イ
）
リ
コ
ー
ル
情
報
登
録
件
数
：
4
,
8
2
7
件

（
ロ
）
メ
ル
マ
ガ
登
録
件
数
：
7
,
9
5
4
件

（
ハ
）
平
成
2
7
年
度
月
当
た
り
平
均
サ
イ
ト
ア
ク
セ
ス
件
数
：
約
4
5
5
万
件

④
製
品
安
全

　
に
関
す
る

　
情
報
の
周

　
知

経
済
産
業
省
、
独
立

行
政
法
人
製
品
評
価

技
術
基
盤
機
構
等
が

行
う
製
品
安
全
に
関

す
る
情
報
の
提
供
件

数
（
プ
レ
ス
リ
リ
ー

ス
数
等
）

（
K
P
I
の
現
状
）

 
経
済
産
業
省
や
独
立
行
政
法
人
製
品
評
価
技
術
基
盤
機
構
の
ウ
ェ
ブ
サ
イ
ト
を
始
め
と
す
る
各
種
媒
体
に
お
い
て
、
製
品
安
全
に
関
す
る
情
報
を
随
時
発
信
。

 
独
立
行
政
法
人
製
品
評
価
技
術
基
盤
機
構
で
は
、
経
済
産
業
省
及
び
関
係
団
体
と
協
議
を
行
い
、
毎
月
１
回
以
上
の
プ
レ
ス
リ
リ
ー
ス
を
行
っ
て
い
る
。

施
策
名

２
７
年
度

２
８
年
度

２
９
年
度

３
０
年
度

３
１
年
度

リ
コ
ー
ル
情
報
の
効
果
的
な
発
信
【
消
費
者
庁
、
関
係
省
庁
等
】

改
正
消
費
者
安
全
法
の
施
行
を
踏
ま
え
引
き
続
き
推
進
【
消
費
者
庁
】

地
域
の
ネ
ッ
ト
ワ
ー

ク
等
を
活
用
し
た
情

報
提
供
を
推
進

製
品
安
全
に
関
す
る
情
報
を
事
業
者
、
団
体
等
と
連
携
し
て
消
費
者
等
に
提
供
【
経
済
産
業
省
】
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（
２
）
消
費
者
事
故
等
の
情
報
収
集
及
び
発
生
・
拡
大
防
止

１
　
消
費
者
の
安
全
の
確
保

３
２
年
度

３
３
年
度

３
４
年
度

〔
参
考
〕

Ｋ
Ｐ
Ｉ

（ ２ ） 消 費 者 事 故 等 の 情 報 収 集 及 び 発 生 ・ 拡 大 防 止

⑤
道
路
運
送

　
車
両
法
に

　
基
づ
く
自

　
動
車
の
リ

　
コ
ー
ル
の

　
迅
速
か
つ

　
着
実
な
実

　
施

（
イ
）
法
令
等
の
見
直

　
　
　
し
状
況
：
平
成

　
　
　
1
8
年
法
令
改

　
　
　
正
：
平
成
2
3
年

　
　
　
通
達
改
正

（
ロ
）
リ
コ
ー
ル
届
出

　
　
　
件
数
：
3
5
5

 
 
 
 
 
 
件
、
リ
コ
ー
ル

 
 
 
 
 
 
対
象
台
数
：

 
 
 
 
 
 
9
,
5
5
7
,
8
8
8
台

 
 
 
 
 
 
（
全
て
平
成
2
6

 
 
 
 
 
 
年
度
）

（
K
P
I
の
現
状
）
※
平
成
2
9
年
度
（
平
成
2
9
年
1
1
月
3
0
日
時
点
）

（
イ
）
法
令
等
の
見
直
し
状
況
：
自
動
車
の
リ
コ
ー
ル
の
迅
速
か
つ
確
実
な
実
施
の
た
め
の
道
路
運
送
車
両
法
改
正
法
が
成
立
し
た
（
平
成
2
7
年
６
月
）
。

（
ロ
）
リ
コ
ー
ル
届
出
件
数
：
3
6
4
2
3
6
件
（
平
成
2
8
年
度
：
3
6
4
件
）
、
リ
コ
ー
ル
対
象
台
数
：
1
5
,
8
4
8
,
4
0
1
5
,
6
8
7
,
2
5
2
台

　
　
（
 全
て
平
成
2
8
年
度
：
1
5
,
8
4
8
,
4
0
1
台
）

⑥
高
齢
者
向

 
 
け
住
ま
い

 
 
に
お
け
る

 
 
安
全
の
確

 
 
保

ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
に
基

づ
く
自
治
体
の
指
導

指
針
に
お
け
る
事
故

予
防
・
対
応
に
係
る

規
定
の
追
加
状
況

(
K
P
I
の
現
状
）
※
平
成
2
8
2
9
年
度

 
厚
生
労
働
省
の
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
の
改
正
に
基
づ
く
地
方
公
共
団
体
の
指
導
指
針
の
反
映
状
況
：
1
1
4
団
体
の
う
ち
 1
1
3
団
体
が
全
て
反
映
済
み
（
平
成
2
8
年
度
：

1
1
3
団
体
で
反
映
済
み
）
。

施
策
名

２
７
年
度

２
８
年
度

２
９
年
度

３
０
年
度

３
１
年
度

事
故
予
防
・

対
応
の
規
定

を
ガ
イ
ド
ラ

イ
ン
に
位
置

付
け
【
厚
生

労
働
省
】

事
故
発
生
の
防
止
、
事
故
発
生
時
の
対
応
な
ど
に
つ
い
て
、
そ
の
運
用
を
徹
底
【
厚
生
労
働
省
、
国
土
交
通
省
】

自
動
車
ユ
ー
ザ
ー
等
か
ら
の
不
具
合
情
報
の
収
集
・
分
析
、
自
動
車
メ
ー
カ
ー
等
に
対
す
る
監
査
等
及
び
独
立
行
政
法
人
自
動
車
技

術
総
合
機
構
に
お
け
る
技
術
的
検
証
の
実
施
【
国
土
交
通
省
】
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（
３
）
的
確
か
つ
迅
速
な
事
故
の
原
因
究
明
調
査
と
再
発
防
止

１
　
消
費
者
の
安
全
の
確
保

３
２
年
度

３
３
年
度

３
４
年
度

〔
参
考
〕

Ｋ
Ｐ
Ｉ

（ ３ ） 的 確 か つ 迅 速 な 事 故 の 原 因 究 明 調 査 と 再 発 防 止

①
消
費
者
安

　
全
調
査
委

　
員
会
に
よ

　
る
事
故
等

　
原
因
調
査

 
 
等
の
実
施

事
故
等
原
因
調
査
等

の
実
施
数
、
申
出
受

付
件
数

（
K
P
I
の
現
状
）
※
平
成
2
9
年
 ３
1
2
月
 末
１
日
時
点

 
事
故
等
原
因
調
査
等
の
実
施
数
：
1
3
1
4
件
（
平
成
2
7
2
8
年
度
：
1
1
1
3
件
）

 
申
出
受
付
件
数
：
2
4
9
2
7
1
件
（
平
成
2
7
2
8
年
度
：
1
9
9
2
4
9
件
）

 
※
件
数
は
、
消
費
者
安
全
調
査
委
員
会
発
足
（
平
成
2
4
年
1
0
月
）
以
降
の
実
績

②
昇
降
機
、

　
遊
戯
施
設

　
に
お
け
る

　
事
故
の
原

　
因
究
明
、

　
再
発
防
止

（
イ
）
技
術
基
準
の
見

　
　
　
直
し
状
況

（
ロ
）
調
査
結
果
の
公

　
　
　
表

（
K
P
I
の
現
状
）
※
平
成
2
8
2
9
年
度
（
平
成
3
0
年
１
月
４
日
時
点
）

（
イ
）
昇
降
機
（
平
成
2
8
年
1
1
月
）
・
遊
戯
施
設
（
平
成
2
9
年
２
月
）
の
点
検
項
目
、
遊
戯
施
設
の
客
席
部
分
の
 拘
束
身
体
保
持
装
置
（
同
年
３
月
）
の
基
準
改

　
　
正
を
行
っ
た
（
そ
れ
ぞ
れ
平
成
2
9
年
４
月
、
同
年
1
0
月
、
平
成
3
0
年
４
月
に
施
行
）
。

（
ロ
）
調
査
結
果
（
報
告
書
）
の
公
表
：
 ６
７
件
（
平
成
2
7
年
度
～
平
成
2
8
年
度
：
 ６
1
2
件
）

施
策
名

２
７
年
度

２
８
年
度

２
９
年
度

３
０
年
度

３
１
年
度

昇
降
機
や
遊
戯
施
設
に
係
る
事
故
情
報
・
不
具
合
情
報
の
分
析
、
再
発
防
止
の
観
点
か
ら
の
事
故
発
生
原
因
解
明
に
係
る
調
査
、
再

発
防
止
対
策
等
に
係
る
調
査
・
検
討
を
踏
ま
え
た
必
要
な
技
術
基
準
の
見
直
し
、
調
査
結
果
の
公
表
、
建
築
基
準
法
改
正
法
（
平
成

2
6
年
６
月
４
日
公
布
）
に
よ
り
創
設
さ
れ
た
国
の
調
査
権
限
の
活
用
等
に
よ
る
迅
速
な
原
因
究
明
及
び
そ
れ
を
踏
ま
え
た
再
発
防
止

等
【
国
土
交
通
省
】

昇
降
機
等
の
点
検
項
目
の
見
直

し
【
国
土
交
通
省
】

遊
戯
施
設
の
客
席
部
分
の
離
隔
距
離
の
技
術
基
準

の
見
直
し
の
検
討
・
実
施
【
国
土
交
通
省
】

事
故
等
原
因
の
調
査
【
消
費
者
庁
】

フ
ォ
ロ
ー
ア
ッ
プ
【
消
費
者
庁
】

改
正
法
施
行
後
５
年
見
直
し

必
要
な
に

応
じ
て
措

置
の
を
実

施
【
消
費

者
庁
】

改
正
法
の
規
定
の

施
行
状
況
に
関
す

る
検
討
【
消
費
者

庁
】

遊
戯
施
設
の
客
席
部
分
の
拘
束

身
体
保
持
装
置
の
技
術
基
準
の

見
直
し
【
国
土
交
通
省
】
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（
３
）
的
確
か
つ
迅
速
な
事
故
の
原
因
究
明
調
査
と
再
発
防
止

１
　
消
費
者
の
安
全
の
確
保

３
２
年
度

３
３
年
度

３
４
年
度

〔
参
考
〕

Ｋ
Ｐ
Ｉ

（ ３ ） 的 確 か つ 迅 速 な 事 故 の 原 因 究 明 調 査 と 再 発 防 止

③
国
民
生
活

　
セ
ン
タ
ー

　
に
お
け
る

　
商
品
テ
ス

　
ト
の
実
施

地
方
公
共
団
体
か
ら

の
商
品
テ
ス
ト
依
頼

へ
の
対
応
状
況

（
K
P
I
の
現
状
）
※
平
成
2
9
2
8
年
度
（
平
成
2
9
年
1
1
月
末
時
点
）

 
地
方
公
共
団
体
か
ら
の
商
品
テ
ス
ト
依
頼
に
対
応
し
た
件
数
：
2
4
2
3
7
3
件
（
平
成
2
8
2
7
年
度
：
3
7
3
3
0
2
件
）

 
対
応
内
容
の
内
訳
は
以
下
の
と
お
り
。

 
・
商
品
テ
ス
ト
を
受
け
付
け
た
件
数
：
1
4
5
2
0
5
件
（
平
成
2
8
2
7
年
度
：
2
0
5
1
8
9
件
）

 
・
過
去
の
事
例
や
知
見
に
よ
り
技
術
相
談
し
た
件
数
：
9
7
1
6
8
件
（
平
成
2
8
2
7
年
度
：
1
6
8
1
1
3
件
）

④
消
費
生
活

　
用
製
品
安

　
全
法
に
基

　
づ
く
事
故

　
情
報
の
分

　
析
と
原
因

　
の
調
査
・

　
究
明
等

重
大
製
品
事
故
の
報

告
件
数
目
標
値
：
前

年
度
比
減

（
K
P
I
の
現
状
）
※
平
成
2
8
年
度

 
重
大
製
品
事
故
の
報
告
件
数
：
8
0
2
件
（
平
成
2
7
年
度
：
6
2
8
8
8
5
件
）

⑤
製
品
等
の

　
利
用
に
よ

　
り
生
じ
た

　
事
故
等
の

　
捜
査
等

施
策
名

２
７
年
度

２
８
年
度

２
９
年
度

３
０
年
度

３
１
年
度

製
品
等
の
利
用
に
よ

り
生
じ
た
事
故
等
に

つ
い
て
関
係
行
政
機

関
に
対
し
通
知
し
た

件
数

（
K
P
I
の
現
状
）
※
平
成
2
8
2
9
年
度
（
平
成
2
9
年
1
2
月
１
日
時
点
）

 
製
品
等
の
利
用
に
よ
り
生
じ
た
事
故
等
に
つ
い
て
関
係
行
政
機
関
に
対
し
て
通
知
し
た
件
数
：
7
3
2
8
件
（
平
成
2
7
2
8
年
度
通
知
件
数
：
8
7
7
3
件
）
（
警
察
庁
）

⑥
製
品
火
災

　
対
策
の
推

　
進
及
び
火

　
災
原
因
調

　
査
の
連
絡

　
調
整

収
集
し
た
火
災
情
報

の
件
数

（
K
P
I
の
現
状
）
※
平
成
2
8
年

 
製
品
の
不
具
合
に
よ
り
発
生
し
た
と
判
断
さ
れ
た
火
災
：
1
1
3
1
8
8
件
（
平
成
 2
8
年
１
月
か
ら
同
年
９
月
ま
で
の
集
計
値
2
7
年
：
1
4
2
件
）
（
総
務
省
消
防
庁
）

有
識
者
や
研
究
機
関
等
の
知
見
を
活
用
し
た
、
地
方
公
共
団
体
か
ら
の
依
頼
を
始
め
商
品
テ
ス
ト
の
実
施
【
消
費
者
庁
】

「
消
費
者
行
政
新
未
来
創
造
オ
フ
ィ
ス
」
に
お
け

る
、
徳
島
県
を
実
証
フ
ィ
ー
ル
ド
と
し
た
先
駆
的

な
商
品
テ
ス
ト
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
実
施
【
消
費
者

庁
】

消
費
生
活
用
製
品
安
全
法
等
に
基
づ
く
収
集
さ
れ
た
事
故
情
報
の
原
因
究
明
調
査
、
事
故
の
再
発
防
止
の
た
め
の
必
要
な
措
置
【
消

費
者
庁
、
経
済
産
業
省
】

製
品
等
の
利
用
に
よ
り
生
じ
た
と
疑
わ
れ
る
事
故
等
を
認
知
し
た
際
の
迅
速
な
捜
査
、
関
係
行
政
機
関
と
の
協
力
に
よ
る
再
発
防
止

【
警
察
庁
】

発
火
源
と
な
っ
た
製
品
の
種
類
ご
と
の
火
災
件
数
の
集
計
、
製
造
事
業
者
名
と
製
品
名
等
の
を
四
半
期
ご
と
の
公
表
、
に
全
国
の
消

防
機
関
へ
の
調
査
結
果
の
通
知
す
る
と
と
も
に
公
表
、
収
集
し
た
火
災
情
報
の
共
有
と
連
携
し
た
製
品
火
災
対
策
の
推
進
【
総
務
省

消
防
庁
、
経
済
産
業
省
】
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